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【課の使命】（課が果たす役割）
◆自助・共助による地域防災力を強化するため、市民の防災意識の啓発や自主防災組織の育成を図ります。
◆市民の安心・安全を確保するため、迅速かつ的確な対応が可能となる防災対策・危機管理体制の充実を図ります。

【課の目標】（令和元年度の課の目標を記載し、重点的に取り組む事項とその概要について優先順に5つ程度明記）
 市民の生命と財産を守り、安心安全を確保するために、自助の防災意識啓発、共助の自主防災組織の育成を図るとともに、災害時の迅速な対応や災害への備え等の
総合的な防災対策を推進し、災害に強いまちづくりを進めます。

①　自主防災組織育成事業
　共助の要となる自主防災組織の活動支援や研修会、ネットワーク会議等を実施することにより、自主防災組織の活動の活発化を促進し、地域防災力の強化を図りま
す。

②  防災情報収集伝達システムの管理運営事業
　　今年度から本格的に運用を開始する防災情報収集伝達システムを最大限活用し、市民への迅速かつ正確な防災情報の収集伝達を行い市民の安心・安全につなげ
ます。

③　防災ラジオ普及事業
　災害発生時、または災害の恐れがある場合に、自動で起動し災害情報などの緊急放送を受信できる防災ラジオの普及を図り、適切な避難行動につなげます。

④　ハザードマップ整備事業
　洪水ハザードマップを改訂し、配布することにより、対象河川の流域に居住する市民への洪水被害の軽減を図ります。

⑤　避難行動支援事業
　自主防災組織と協働して避難行動要支援者へ家具転倒防止器具設置の助成を行うことにより、地域ぐるみで避難行動要支援者を支援する体制づくりや、各家庭での
耐震対策の普及を進めます。

【働き方改革による業務改善等の取組み】
◆防災情報収集伝達システムの運用開始に伴い、既存設備の廃止、維持管理経費の削減を進める。

（防災危機管理担当）
◆ 市民の安心安全を確保するために、迅速かつ的確な対応が可能となる防災対策・危機管理体制を整備します。
◆ 自助・共助を基本とした地域防災力を強化するため、自主防災組織の育成を図ります。
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４ 課の中期目標 （優先順）　第２次周南市まちづくり総合計画・前期基本計画に掲げられた基本施策を実現するための推進施策

1
　４　安心安全
  １　災害に強いまちづくりの推進
　 (1)　地域防災力の強化

【自主防災育成事業・避難行動要支援事業・防災アドバイザー派遣事業・防災ラジオ普及事
業】
　自助・共助による地域防災力の強化を図るため、防災アドバイザーの派遣や出前トーク・研
修会等を実施するなど、市民の防災に関する意識啓発と自主防災組織の活動の支援を行うと
ともに、災害時に避難行動要支援者を地域ぐるみで支援する体制づくりを進めます。
　防災ラジオの普及を図り防災情報の伝達手段を多重化することにより、市民の迅速な緊急
情報の入手と適切な避難行動につなげます。

2
　４　安心安全
  １　災害に強いまちづくりの推進
　(2)　防災対策の充実

【防災情報収集伝達システム管理運営事業・防災資機材整備事業・ハザードマップ整備事業】
　公助として、安全性・速報性・正確性・一斉性を備えた防災情報収集伝達システムの適正な
運用を進めていくとともに、非常時に備えた備蓄品・防災資機材を計画的に整備するなど、防
災対策・危機管理体制の充実化を図ります。
　住民への災害時の危険箇所や避難所等の情報を提供するために、洪水ハザードマップを改
訂し、防災意識の向上を図ります。

目標 推進施策 実現したい成果　（最終目標）


